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協議第２号 

 

 

平成２６年度久留米市地域公共交通会議決算について 

 

 

久留米市地域公共交通会議財務要領第８条第１項の規定に基づき、平成２６年度 

 

の久留米市地域公共交通会議決算について、別紙のとおり承認を求める。 

 

 

 

平成２７年 ６月２６日提出 

 

 

                  久留米市地域公共交通会議 

                      会長 深井 敦夫 
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平成２６年度久留米市地域公共交通会議決算について 

 

１．歳 入 

款 項 
予算案 

Ａ 

収入済額 

Ｂ 

差引増減 

Ｂ－Ａ 
備 考 

１負担金 １負担金 0 864 864 
久留米市負担金 

２補助金 １補助金 15,792,136 15,141,600 ▲ 650,536 
国庫補助（増減は実

績精算に基づく） 

３繰越金 １繰越金 0 0 0 
 

４諸収入 １預金利息 0 0 0 
 

 ２雑 入 0 0 0 
 

歳入 計 15,792,136 15,142,464 ▲ 649,672 
 

 【補助金内訳：確定額】《地域公共交通確保維持改善事業費補助金》 

   ① 平成 26年度 地域公共交通調査事業          10,130,400 円 

   ② 平成 26年度 地域公共交通再編調査事業        5,011,200 円 

２．歳 出 

款 項 
予算案 

Ａ 

流用額

Ｂ 

決算額 

Ｃ 

差引増減 

Ａ＋Ｂ－Ｃ 
備 考 

１運営費 １会議費 650,536 ▲ 864 0 649,672 
会議費は久留米市

会計より支出 

 １事務費 864 864 0 
委託費振込手数料 

２事業費 １事業費 15,141,600 0 15,141,600 0 
形成計画、再編実

施計画委託費 

 ２事業費補助 0 0 0 0 
 

３予備費 １予備費 0 0 0 0 
 

歳出計 15,792,136 0 15,142,464 649,672 
 

次年度繰越金 0  
 

歳出 合計 15,792,136 0 15,142,464 649,672 
 

 【事業費内訳：確定額】 

   ① 久留米市地域公共交通網形成計画策定調査業務委託   10,130,400 円 

   ② 久留米市地域公共交通再編実施計画策定調査業務委託   5,011,200 円 

 
歳入合計 15,142,464 円－歳出合計 15,142,464 円＝残高 0 円 



3 

３．監事による会計監査 

 

  久留米市地域公共交通会議設置要綱第９条第３項に基づく会計監査 

   ○監 査 日：平成２７年６月１１日 

   ○監  事：久留米市校区まちづくり連絡協議会長 吉田 輝彰 

        ：久留米商工会議所中小企業相談所地域振興課長 古家 美惠子 
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協議第３号 

 

 

久留米市地域公共交通会議設置要綱の改定について 

 

 

久留米市地域公共交通会議設置要綱の改定について、別紙のとおり承認を求める。 

 

 

 

平成２７年 ６月２６日提出 

 

 

                  久留米市地域公共交通会議 

                      会長 深井 敦夫 
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久留米市地域公共交通会議設置要綱新旧対照表 

 

改正案 

（改正部：朱書き） 

現行要綱（H26.６.２４策定） 

（改正該当部：青書き） 

備考（変更点）

（目的） 

第１条 久留米市地域公共交通会議

（以下「交通会議」という。）は、

次に掲げる事項を協議するため設

置する。 

（１）道路運送法（昭和２６年法律

第１８３号）の規定に基づき、地

域における需要に応じた市民の生

活に必要なバス等の旅客輸送の確

保その他旅客の利便の増進を図

り、地域の実情に即した輸送サー

ビスの実現に必要となる事項 

（２）地域公共交通確保維持改善事

業補助金交付要綱（平成２３年３

月３０日国総計第９７号ほか）第

２条第１項に規定される生活交通

確保維持改善計画又は第２条第２

項に規定される地域公共交通確保

維持事業に関する事項 

（３）地域公共交通の活性化及び再

生に関する法律（平成１９年法律

第５９号。以下「活性化再生法」

という。）第３条の規定に基づき、

持続可能な地域公共交通網の形成

に資する地域公共交通の活性化及

び再生を推進するために必要とな

る事項 

（目的） 

第１条 久留米市地域公共交通会議

（以下「交通会議」という。）は、次

に掲げる事項を協議するため設置す

る。 

（１）道路運送法（昭和２６年法律

第１８３号）の規定に基づき、地域

における需要に応じた市民の生活に

必要なバス等の旅客輸送の確保その

他旅客の利便の増進を図り、地域の

実情に即した輸送サービスの実現に

必要となる事項 

（２）地域公共交通確保維持改善事

業補助金交付要綱（平成２３年３月

３０日国総計第９７号ほか）第２条

第１項に規定される生活交通ネット

ワーク計画又は第２条第２項に規定

される地域公共交通確保維持事業に

関する事項 

（３）地域公共交通の活性化及び再

生に関する法律（平成１９年法律第

５９号。以下「活性化再生法」とい

う。）第３条の規定に基づき、持続可

能な地域公共交通網の形成に資する

地域公共交通の活性化及び再生を推

進するために必要となる事項 

○国庫補助の要

綱の改正（平成

27年 4月9日）

において、計画

の名称が変更

になったため。

（事務所） 

第２条 交通会議の事務所は福岡県

久留米市城南町１５番地３に置く。 

（事務所） 

第２条 交通会議の事務所は福岡県

久留米市城南町１５番地３に置く。 

 

（協議事項） 

第３条 交通会議は、次に掲げる事

項を協議するものとする。 

（１）地域の実情に応じた適切な乗

合旅客運送の態様及び運賃・料金

等に関すること 

（２）生活交通確保・維持・改善の

ための事業に関すること 

（３）活性化再生法第５条に規定さ

れる地域公共交通網形成計画（以

（協議事項） 

第３条 交通会議は、次に掲げる事

項を協議するものとする。 

（１）地域の実情に応じた適切な乗

合旅客運送の態様及び運賃・料金

等に関すること 

（２）生活交通確保・維持・改善の

ための事業に関すること 

（３）活性化再生法第５条に規定さ

れる地域公共交通網形成計画（以
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改正案 

（改正部：朱書き） 

現行要綱（H26.６.２４策定） 

（改正該当部：青書き） 

備考（変更点）

下「形成計画」という。）の策定及

び変更の協議に関すること 

（４）形成計画の実施に係る連絡調

整に関すること 

（５）形成計画に定められた事業の

実施に関すること 

（６）前５号に掲げるもののほか、

交通会議の目的を達成するために

必要なこと 

（７）交通会議の運営方法その他交

通会議が必要と認めること 

下「形成計画」という。）の策定及

び変更の協議に関すること 

（４）形成計画の実施に係る連絡調

整に関すること 

（５）形成計画に定められた事業の

実施に関すること 

（６）前５号に掲げるもののほか、

交通会議の目的を達成するために

必要なこと 

（７）交通会議の運営方法その他交

通会議が必要と認めること 

（組織） 

第４条 交通会議の委員は、次に掲

げる者とする。 

（１）久留米市長又はその指名する者 

（２）一般乗合旅客自動車運送事業

者その他の一般旅客自動車運送事

業者 

（３）鉄道事業者 

（４）一般社団法人福岡県バス協会 

（５）一般旅客自動車運送事業者の

組織する団体 

（６）市民又は利用者の代表 

（７）国土交通省九州運輸局福岡運

輸支局長又はその指名する者 

（８）一般旅客自動車運送事業者の

事業用自動車の運転者が組織する

団体 

（９）道路管理者 

（10）公安委員会又は交通管理者 

（11）学識経験者 

（12）前各号に掲げる者のほか、交

通会議が必要と認める者 

（組織） 

第４条 交通会議の委員は、次に掲

げる者とする。 

（１）久留米市長又はその指名する者 

（２）一般乗合旅客自動車運送事業

者その他の一般旅客自動車運送事

業者 

（３）鉄道事業者 

（４）一般社団法人福岡県バス協会 

（５）一般旅客自動車運送事業者の

組織する団体 

（６）市民又は利用者の代表 

（７）国土交通省九州運輸局福岡運

輸支局長又はその指名する者 

（８）一般旅客自動車運送事業者の

事業用自動車の運転者が組織する

団体 

（９）道路管理者 

（10）公安委員会又は交通管理者 

（11）学識経験者 

（12）前各号に掲げる者のほか、交

通会議が必要と認める者 

 

（任期） 

第５条 委員の任期は、２年とする。

ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

（任期） 

第５条 委員の任期は、２年とする。

ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

 

（臨時委員） 

第６条 特定の地域に関すること、

または、特別な事項を協議・調整

（臨時委員） 

第６条 特定の地域に関すること、

または、特別な事項を協議・調整さ
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改正案 

（改正部：朱書き） 

現行要綱（H26.６.２４策定） 

（改正該当部：青書き） 

備考（変更点）

させるため必要があるときは、臨

時委員を置くことができる。 

２ 臨時委員は、前項に関する事項の

協議・調整が必要な場合に会長の要

請に応じて交通会議に出席する。 

３ 臨時委員は、第１項に関する事

項の協議・調整が終了したときは、

解任されるものとする。 

せるため必要があるときは、臨時委

員を置くことができる。 

２ 臨時委員は、前項に関する事項

の協議・調整が必要な場合に会長の

要請に応じて交通会議に出席する。 

３ 臨時委員は、第１項に関する事

項の協議・調整が終了したときは、

解任されるものとする。 

（オブザーバー委員） 

第７条 交通会議のオブザーバー委

員は、交通会議が必要と認める者

とし、会長の要請に応じて交通会

議に出席し、意見を述べるものと

する。 

２ 第４条第 10 号に規定する委員

は、第３条第１号及び第２号に規

定する事項を協議する際はオブザ

ーバー委員とする。 

（オブザーバー委員） 

第７条 交通会議のオブザーバー委

員は、交通会議が必要と認める者

とし、会長の要請に応じて交通会

議に出席し、意見を述べるものと

する。 

２ 第４条第 10 号に規定する委員

は、第３条第１号及び第２号に規

定する事項を協議する際はオブザ

ーバー委員とする。 

 

（役員の定数及び選任） 

第８条 交通会議に次の役員を置く。 

（１）会 長 １名 

（２）副会長 １名 

（３）監 事 ２名 

２ 会長は、第４条第１号に規定す

る委員をもって充てる。 

３ 副会長は、委員の中から会長が

指名する。 

４ 監事は、別途、久留米市地域公

共交通会議財務要領（以下「財務

要領」という。）を策定した場合、

委員の中から会長が指名する。 

５ 会長、副会長及び監事は相互に

兼ねることはできない。 

（役員の定数及び選任） 

第８条 交通会議に次の役員を置く。 

（１）会 長 １名 

（２）副会長 １名 

（３）監 事 ２名 

２ 会長は、第４条第１号に規定す

る委員をもって充てる。 

３ 副会長は、委員の中から会長が

指名する。 

４ 監事は、別途、久留米市地域公

共交通会議財務要領（以下「財務

要領」という。）を策定した場合、

委員の中から会長が指名する。 

５ 会長、副会長及び監事は相互に

兼ねることはできない。 

○平成２６年度

に久留米市地

域公共交通会

議財務要領が

策定されたた

め、消去する。

（役員の職務） 

第９条 会長は、交通会議を代表し、

その会務を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長

に事故があるときはその職務を代

理し、会長が欠けたときはその職

務を行う。 

３ 監事は、交通会議の会計監査を

（役員の職務） 

第９条 会長は、交通会議を代表し、

その会務を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長

に事故があるときはその職務を代

理し、会長が欠けたときはその職

務を行う。 

３ 監事は、交通会議の会計監査を
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改正案 

（改正部：朱書き） 

現行要綱（H26.６.２４策定） 

（改正該当部：青書き） 

備考（変更点）

行う。 

４ 監事は、会計監査の結果を交通会議にお

いて報告しなければならない。 

行う。 

４ 監事は、会計監査の結果を交通会議

において報告しなければならない。 

（交通会議の運営） 

第 10 条 交通会議は、必要に応じて会

長が招集し、会長がその議長となる。

２ 交通会議は、委員及び臨時委員

の半数以上が出席しなければ、こ

れを開くことができない。 

３ 交通会議の議事は、出席した委

員及び臨時委員の過半数でこれを

決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

４ やむを得ない理由により会議に

出席できない委員は、書面又は代

理人をもって議決権を行使するこ

とができる。 

５ 前項の書面は、会議の開催の日

の前日までに交通会議に到着しな

いときは、無効とする。 

６ 交通会議は原則として公開とす

る。ただし、会議を公開すること

により公正かつ円滑な議事運営に

支障が生じると認められる協議に

ついては、非公開で行うものとする。

７ 会長は、必要があると認めると

きは、会議に委員以外の者の出席

を求め、説明又は意見を聴くこと

ができる。 

（交通会議の運営） 

第 10 条 交通会議は、必要に応じて会

長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 交通会議は、委員及び臨時委員

の半数以上が出席しなければ、こ

れを開くことができない。 

３ 交通会議の議事は、出席した委

員及び臨時委員の過半数でこれを

決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

４ やむを得ない理由により会議に

出席できない委員は、書面又は代

理人をもって議決権を行使するこ

とができる。 

５ 前項の書面は、会議の開催の日

の前日までに交通会議に到着しな

いときは、無効とする。 

６ 交通会議は原則として公開とす

る。ただし、会議を公開すること

により公正かつ円滑な議事運営に

支障が生じると認められる協議に

ついては、非公開で行うものとする。 

７ 会長は、必要があると認めると

きは、会議に委員以外の者の出席

を求め、説明又は意見を聴くこと

ができる。 

 

（書面による決議） 

第 11条 交通会議は、会長が認め、

次の事由に該当するものは、書面

による決議を行うことができる。 

（１）交通会議に提案され、協議・

調整を行った地域の需要に即した

乗合運送サービス事業のうち、軽

微な事業計画の変更その他必要と

認められる措置の変更 

（２）至急の決議が必要で会議を開

催する余裕がない事項 

（３）事前に交通会議において書面によ

（書面による決議） 

第 11条 交通会議は、会長が認め、

次の事由に該当するものは、書面

による決議を行うことができる。 

（１）交通会議に提案され、協議・

調整を行った地域の需要に即した

乗合運送サービス事業のうち、軽

微な事業計画の変更その他必要と

認められる措置の変更 

（２）至急の決議が必要で会議を開

催する余裕がない事項 

（３）事前に交通会議において書面によ
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改正案 

（改正部：朱書き） 

現行要綱（H26.６.２４策定） 

（改正該当部：青書き） 

備考（変更点）

る決議の了承を受けている事項 

２ 会長は、書面による決議を行った場

合、次回の交通会議において、その内

容を報告しなければならない。 

る決議の了承を受けている事項 

２ 会長は、書面による決議を行った場

合、次回の交通会議において、その内

容を報告しなければならない。 

（協議結果の取扱い） 

第12条 交通会議において協議が調

った事項について、関係者はその

結果を尊重し、当該事項の誠実な

実施に努めるものとする。 

（協議結果の取扱い） 

第12条 交通会議において協議が調

った事項について、関係者はその結

果を尊重し、当該事項の誠実な実施

に努めるものとする。 

 

（分科会） 

第13条 第３条各号に掲げる事項に

ついて、特定地域の取り組みを行

うため、又は専門的な調査、検討

を行うため、必要に応じ分科会を

置くことができる。 

２ 分科会の組織、運営その他必要

な事項は、会長が別に定める。 

（分科会） 

第13条 第３条各号に掲げる事項に

ついて、特定地域の取り組みを行

うため、又は専門的な調査、検討

を行うため、必要に応じ分科会を

置くことができる。 

２ 分科会の組織、運営その他必要

な事項は、会長が別に定める。 

 

（事務局） 

第14条 交通会議の業務を処理する

ため、交通会議に事務局を置く。 

２ 事務局は、久留米市都市建設部

交通政策課に置く。 

３ 事務局には事務局長、事務局員

を置き会長が定めた者を充てる。 

４ 事務局に関し必要な事項は、会

長が別に定める。 

（事務局） 

第14条 交通会議の業務を処理する

ため、交通会議に事務局を置く。 

２ 事務局は、久留米市都市建設部

交通政策課に置く。 

３ 事務局には事務局長、事務局員

を置き会長が定めた者を充てる。 

４ 事務局に関し必要な事項は、会

長が別に定める。 

 

（経費及び財務） 

第15条 交通会議の運営に要する経

費は、補助金、負担金、その他収

入をもって充てるものとする。 

２ 交通会議の開催に係る経費は、

久留米市において負担する。 

３ その他交通会議に予算編成、現

金の出納その他財務に関し必要な

事項は、会長が別に定める。 

 

（経費及び財務） 

第15条 交通会議の運営に要する経

費は、補助金、負担金、その他収

入をもって充てるものとするが、

財務要領による定めのない場合は

久留米市において負担する。 

２ その他交通会議に予算編成、現

金の出納その他財務に関し必要な

事項は、会長が別に定める。 

○交通会議の開

催に係る経費

（会場使用料、

謝金、費用弁償

等）については

久留米市が負

担（事務処理）

を行うことを

明記。 

（その他） 

第16条 この要綱に定めるもののほ

か、交通会議の運営に関して必要

な事項は、会長が交通会議に諮り

定める。 

（その他） 

第16条 この要綱に定めるもののほ

か、交通会議の運営に関して必要

な事項は、会長が交通会議に諮り

定める。 
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協議第４号 

 

 

平成２７年度久留米市地域公共交通会議の事業計画及び予算について 

 

 

久留米市地域公共交通会議財務要領第２条第２項の規定に基づき、平成２７年度 

 

久留米市地域公共交通会議の事業計画及び予算について、別紙のとおり承認を求め 

 

る。 

 

 

 

平成２７年 ６月２６日提出 

 

 

                  久留米市地域公共交通会議 

                      会長 深井 敦夫 
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平成２７年度久留米市地域公共交通会議の事業計画及び予算について 

 

１．事業計画 

 久留米市地域公共交通網形成計画に基づき、以下の事業を実施する。 

   ① 市街地フリー乗車券等の導入の検討 

   ② 企画乗車券等の新設（バスパック事業） 

   ③ 公共交通に関する分かりやすい情報提供の実施（公共交通マップ） 

   ④ 久留米市地域公共交通再編実施計画策定 

 

 １）市街地フリー乗車券等の導入の検討  参考資料２参照 

 

【概 要】公共交通を利用して市街地内を自在に移動できる交通環境を整える

ため、多様な施設等が立地する久留米市中心拠点周辺を“フリーエ

リア”として設定し、エリア内のバス停であれば一日に何度でも乗

り降りできる「市街地フリー乗車券」などの導入を検討。 

【事業費】 ８００千円（乗車券・チラシの作成等の費用） 

 

 

 ２）企画乗車券等の新設（バスパック事業）  参考資料２参照 

 

【概 要】公共交通の新たな利用需要の獲得に向けて、沿線に観光地・観光施

設が立地するバス路線（草野線）を対象として、対象エリア内の施

設利用割引特典などをセットにした「企画乗車券：バスパック」を

新設し、観光振興による地域の活性化や公共交通の利用促進を図る。 

【事業費】 ６５０千円（乗車券・チラシ、ポスターの作成等の費用） 

 

 

 ３）公共交通に関する分かりやすい情報提供の実施（公共交通マップ） 

 

【概 要】久留米市の地域公共交通に関する情報を分かりやすく整理した「公

共交通マップを作成（更新）し、前述したモビリティ・マネジメン

ト施策などで活用するとともに、公民館や行政窓口などで広く配布

することで、公共交通の利用促進を図る。 

【事業費】 １，５００千円（平成２８年度版への更新と印刷費用） 

 

 

参考資料２参照
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 ４）久留米市地域公共交通再編実施計画策定  参考資料２参照 

【概 要】平成２６年度に素案を策定した久留米市地域公共交通再編実施計画

（以下、「再編計画」という。）について、調査・検討を進め、事業

の追加、修正を行う。 

【事業費】 ８，９０８千円 

【実施方式】 コンサルタント 

        及び運行事業者に委託 

素案の概要と素案修正に向けた調査・検討項目 

路線見直し（再編）に向けた 

取り組みの方向性と概要 

平成 26 年度素案に

記載した事業 

平成 27 年度再編計画策

定のための調査・検討 

①中心拠点

の 回 遊 性

向 上 に 向

けた取り組

み 

中心拠点を対象と

し、誰もが快適に中心

拠点内を移動できる

回遊性の高い交通環

境の構築に向けた再

編を推進 

 ○平成 26 年度に実施

した移動需要結果に

基づき、補足調査を

実施し路線見直しの

可能性を検討 

②移動手段

の維持・効

率 化 に 向

けた取り組

み 

将来に亘って移動

手段を確保・維持して

いく観点から、利便性

向上策や効率性向上

に向けた再編を推進 

 ○北野地域よりみちバ

スと路線バス「北野

線」により利用者利

便性を高める社会実

験を実施し、路線の

見直しを検討 

③潜在的な

需 要 へ の

対応 

現状の放射状の公

共交通ネットワークで

は対応できない“潜在

的な移動需要”への

対応に向けた再編を

推進 

 ○平成 26 年度に実施

した移動需要結果に

基づき、補足調査を

実施し路線見直しの

可能性を検討 

④公共交通

空 白 地 域

への対応 

公共交通空白地域

（計 7 地域：地域生活

拠点）を対象に、地域

公共交通ネットワーク

の一端を担う生活支

援交通「よりみちバス」

等の導入を推進 

  
○北野地域よりみ

ちバス事業計画

（仮計画） 

○城島地域よりみ

ちバス事業計画

（仮計画） 

○北野地域よりみちバ

ス事業計画（実施計

画へ見直し） 

○城島地域よりみちバ

ス事業計画（実施計

画へ見直し） 

事業者と 

継続協議 

[記載事業なし]

事業者と 

継続協議 

[記載事業なし]

事業者と 

継続協議 

[記載事業なし]

(補足)地域公共交通再編実施計画：具体的な実施計画（路線、ダイ

ヤの見直しや新たなサービスの導入など）を記載した計画 

事業費内訳概要 

○ 北野線社会実験          4,500 千円

○ 移動需要調査（外環沿線）    1,000 千円

○ その他再編計画（素案）見直し  3,408 千円
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２．予 算 

 

 １）歳  入 

款 項 金  額（単位：円） 

１ 負担金 １ 負担金 ２，９６０，０００

２ 補助金 １ 補助金 ８，９０８，０００

３ 繰越金 １ 繰越金 ０

４ 諸収入 １ 預金利息 ０

２ 雑入 ０

歳入合計 １１，８６８，０００

 

   ○負担金は、久留米市負担金 

   ○補助金は、国庫補助（平成２７年度地域公共交通確保維持改善事業費補助

金（地域公共交通再編推進事業（再編計画策定事業）） 

 

 ２）歳  出 

款 項 金  額（単位：円） 

１ 運営費 １ 会議費 ０

２ 事務費 １０，０００

２ 事業費 １ 事業費 １１，８５８，０００

２ 事業費補助 ０

３ 予備費 １ 予備費 ０

歳出合計 １１，８６８，０００

 

   ○事業内訳 

    ①市街地フリー乗車券等の導入の検討           800,000 円 

    ②企画乗車券等の新設（バスパック事業）         650,000 円 

    ③久留米市広域定住自立圏地域公共交通マップ更新    1,500,000 円 

    ④久留米市地域公共交通再編実施計画策定        8,908,000 円 

 

 

 

                            計  11,858,000 円 

    ※①～③については市負担金、④は国補助金を財源とする。 

 

再編計画策定事業費内訳概要 

○ 北野線社会実験          4,500 千円 

○ 移動需要調査（外環沿線）    1,000 千円 

○ その他再編計画（素案）見直し  3,408 千円 
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協議第５号 

 

 

平成２８年度久留米市生活交通確保維持計画 

（久留米市地域内フィーダー系統確保維持計画）の策定について 

 

 

平成２８年度久留米市生活交通確保維持計画（久留米市地域内フィーダー系統確 

 

保維持計画）の策定について、別紙（資料２）のとおり承認を求める。 

 

 

 

 

平成２７年 ６月２６日提出 

 

 

                  久留米市地域公共交通会議 

                      会長 深井 敦夫 
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報告第１号 

 

 

平成２７年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（地域公共交通再編推進事業（再編計画策定事業））の交付決定について 

 

 

平成２７年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金（地域公共交通再編推進事 

 

業（再編計画策定事業））の補助金交付申請を行い、補助金交付決定を受けたので、 

 

別紙のとおり報告する。 

 

 

 

平成２７年 ６月２６日提出 

 

 

                  久留米市地域公共交通会議 

                      会長 深井 敦夫 
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平成２７年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（地域公共交通再編推進事業（再編計画策定事業））の交付決定について 

 

１．地域公共交通再編推進事業（再編計画策定事業）補助金について 

 地域公共交通再編実施計画の策定調査に要する費用に対する国庫補助（定額補助） 

 

２．補助金交付申請の目的と事業概要 

  【目  的】 

     久留米市地域公共交通会議では、平成２６年度に『久留米市地域公共交

通再編実施計画（素案）（以下、「再編実施計画素案」という。）』を策定し

ているが、引き続き調査・検討を進め、本市の実情に即した持続可能な公

共交通網となるよう再編実施計画素案の修正を行うもの。 

  【事業概要】・・主な申請（調査）事項 

    ① 生活支援交通の導入検討 

    ② 路線バスの維持、利用促進に向けた社会実験の実施 

    ③ 中心拠点周辺における公共交通のあり方の調査・研究 

    ④ 中心拠点における公共交通のあり方の調査・研究 

    ⑤ 久留米市地域公共交通再編実施計画（素案)の修正 

 

３．交付決定額 

      ８，９０８，０００円 
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報告第２号 

 

 

平成２７年度久留米市生活交通確保維持改善計画 

（地域公共交通バリア解消促進等事業）の策定について 

 

 

 書面により開催した平成２７年度第１回久留米市地域公共交通会議において決議 

 

を行った、平成２７年度久留米市生活交通確保維持改善計画（地域公共交通バリア 

 

解消促進等事業）の策定について、別紙のとおり報告する。 

 

 

 

平成２７年 ６月２６日提出 

 

 

                  久留米市地域公共交通会議 

                      会長 深井 敦夫 
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平成２７年度久留米市生活交通確保維持改善計画 

（地域公共交通バリア解消促進等事業）の策定について 

 

■ 平成２７年度第１回久留米市地域公共交通会議書面協議結果 

 

１）協議事項 

    ○協議第１号 平成２７年度久留米市生活交通確保維持改善計画（地域公

共交通バリア解消促進等事業）の策定について 

 

２）書面協議日 

    ○平成２７年５月２７日 

 

３）協議結果 

    ○協議第１号  原案通り承認  賛成：２６委員  反対：０委員 

                    賛否表明しない旨を通知：１委員 

 

 

 

（参考）平成２７年度久留米市生活交通確保維持改善計画 

 （１）計画概要 

   国庫補助を活用したバリア解消促進等事業として次の事業を実施する。 

    ①ノンステップバス導入        １台  

    ②高規格化停留所設置         １基  

    ③バスロケーションシステム表示機設置 ６基  

 

 （２）計画期間 

   平成２７年６月１日～平成２８年３月３１日 

   

 （３）事業費用 

   ①ノンステップバス導入 総事業費21,000 千円 

   ②高規格化停留所設置  総事業費 4,505 千円 

   ③バスロケーションシステム表示機設置  総事業費 8,870千円 

 

 

 

※委員：委員２６名、臨時委員１名（計２７名） 
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報告第３号 

 

 

生活支援交通「よりみちバス」の導入検討状況について 

 

 

 

生活支援交通「よりみちバス」の導入検討状況について、別紙のとおり報告する。 

 

 

 

 

平成２７年 ６月２６日提出 

 

 

                  久留米市地域公共交通会議 

                      会長 深井 敦夫 
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生活支援交通「よりみちバス」の導入検討状況について 

 

１．生活支援交通「よりみちバス」の導入について 

 

 久留米市では、公共交通の利用が不便な地域に対して、コミュニティバスを基

本とした生活支援交通「よりみちバス」の導入を進めている。 

 本年度は城島地域及び北野地域において、「よりみちバス」の導入や運営、利

用促進に関する検討を行う生活交通検討会（委員：校区コミュニティ組織代表、

児童委員・民生委員、利用者代表〔女性の会、老人会等〕、地域商工会など）を

立ち上げていただき、導入に向けた検討を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 通常は路線バスと同じく、決まった路線を決まった時間に運行 

② 決まった路線のバス停以外にもよりみちバス停を設置することが可能 

③ よりみちバス停での利用がある場合は、迂回して運行 

④ 既存路線バスや鉄道に接続し、中心市街地等へ乗り継いで行ける 

北野地域 

城島地域 

『よりみちバス』運行イメージ 

予約があった場合

のみ迂回し停車 

『よりみちバス』の特徴 

よりみちバス導入検討地域 
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２．導入までの流れ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■運行開始に向けた事業認可申請（運行事業者⇒国） 

■道路占用、使用許可申請（行政⇒管理者） 

■車両の手配、停留所設置（行政、検討会） 

■地域への広報活動

 よりみちバスは、地域の実情に即した運行となるよう、運行開始後も地

域（検討会）と協働で定期的に見直しを行う 

① 地域の移動需要の把握 

・アンケート調査、聞き取り調査 など 

 （適切な手法で地域のニーズを把握） 

② 停留所（走行路）の検討 

・お出かけ先、集落側停留所の選定 

・停留所設置、車両待機所等の用地使用の折衝 

③ 運行ルートの検討 

・通常ルート、迂回ルートの検討 

・乗継、待合場所、運行系統の検討 

④ 運行ダイヤの検討 

・運行時間帯、運行パターン（毎日、隔日）の検討

・運行系統の組み合わせ検討 

⑤ 運行計画の検討 

・利用料金、既存公共交通との乗継施策の検討 

・収支計画、目標値の設定 

交
通
・
道
路
管
理
者 

地
権
者
・
商
業
施
設 

交
通
事
業
者 

《協議 

・調整》 

「よりみちバス」運行計画策定 

【地域公共交通会議での承認】 

「よりみちバス」運行開始 

※標準処理期間2ヶ月 

北
野
地
域 

城
島
地
域 
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 ①城島地域の取り組み（地域の検討組織：城島地域生活交通検討会） 

取組み 内  容 

H26.9.9 

第 1 回検討会 

 委員の紹介や検討会の規約の策定、座長の選任等を行うとと

もに、「よりみちバス」や地域の公共交通に関する説明を行う。 

H26.10.15～31 

アンケート実施 

 地域住民の移動実態に関するアンケートを行う。 

  ・全世帯（約 3,900 戸）配布、回収 597 枚（回収率 15%） 

H26.10.27 

第２回検討会 

 これまで城島地域で実施した生活支援交通についての利用状

況、課題等について説明 

H26.12.18 

第３回検討会 

 アンケート集計結果の報告を行うとともに、停留所設置や運行

ルート設定に関する基本事項の説明を行う。 

H27.4.22 

第４回検討会 

 各校区からの停留所希望箇所を基に、概略の停留所位置や

走行路についてたたきを提示する。 

H27.6.1 

第５回検討会 

 停留所位置、走行路のたたきを基に地域と立ち合いを行った

結果を報告する。 

 ②北野地域の取り組み（地域の検討組織：北野地域生活交通検討会） 

取り組み 内  容 

H26.8.8 

第 1 回検討会 

 委員の紹介や検討会の規約の策定、座長の選任等を行うとと

もに、「よりみちバス」や地域の公共交通に関する説明を行う。 

H26.9.1～12 

アンケート実施 

 地域住民の移動実態に関するアンケートを行う。 

  ・全世帯（約 5,300 戸）配布、回収 1,403 枚（回収率 27%） 

H26.10.3 

第２回検討会 

 アンケート集計結果の報告（途中報告）を行うとともに、停留所

設置や運行ルート設定に関する基本事項の説明を行う。 

H26.10.29 

第３回検討会 

 アンケート集計結果の報告を行い、停留所設置位置の協議を

行う。 

H26.11.21 

第４回検討会 

 アンケート集計結果等を基に地域で停留所設置場所や走行

路を検討した結果から、停留所、走行路の素案を作成する。 

H26.12.25 

第５回検討会 

 よりみちバス早期運行開始に向けて検討スケジュールについ

て協議を行う（運行開始の目安：平成 27 年 7 月）。 

H27.1 中旬  ワンボックス車両を用いた試走等を実施し、停留所の設置場

所を検討するとともに、停留所設置等に関する折衝を行う。 

H27.5.7 

第６回検討会 

 停留所（走行路）の案を検討するとともに、仮のダイヤを参考に

して運行ルート（運行系統）の素案を協議する。 

H27.6.17 

第７回検討会 

 停留所（走行路）の地権者承諾等の状況を報告するとともに、

運行系統・ダイヤについて協議する。 
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報告第４号 

 

 

久留米市地域公共交通網形成計画の策定状況について 

 

 

 

久留米市地域公共交通網形成計画の策定状況について、別紙のとおり報告する。 

 

 

 

 

平成２７年 ６月２６日提出 

 

 

                  久留米市地域公共交通会議 

                      会長 深井 敦夫 
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久留米市地域公共交通網形成計画の策定状況について 

 

１．地域公共交通網形成計画について 

   ○まちづくりと一体となって、持続可能な公共交通ネットワークサービスを

形成するための基本計画（地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に

基づく法定計画） 

   ○久留米市では、平成２５年２月に策定した「久留米市都市交通マスタープ

ラン」の都市交通の基本方針、施策の方向性を具体的に実施する実施計画

として策定 

 

２．久留米市地域公共交通網形成計画（素案）策定経過 

H26.6.24  第１回交通会議 ・形成計画の策定について協議 

H26.10.10 第３回交通会議 ・業務委託する内容について協議 

H27.1.15  第４回交通会議 ・計画策定の方針、方向性について協議 

H27.3.23  第５回交通会議 ・計画素案についての協議、策定 

・久留米市地域公共交通会議から久留米市へ

素案の提出 

 

３．久留米市地域公共交通網形成計画の検討状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

久留米市地域公共交通網形成計画（素案） 平成２７年３月 

○ 担当部局（都市建設部）での検討 

○ 関係部局での検討 

久留米市地域公共交通網形成計画（案） 平成２７年６月（予定） 

○ 地域公共交通会議からの意見徴収 

○ その他市民、検討会等での意見徴収 

反映 

反映 

久留米市地域公共交通網形成計画策定 平成２７年８月（予定）

主務大臣へ届出 

計画に基づく事業の検討・実施 
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４．久留米市地域公共交通網形成計画（案）主な変更点 

１）関連計画、関連分野との連携等に関する記載表現等の変更 

    ○ 久留米市で策定している各種計画において、地域公共交通に求められる

役割についての記載を関係部局と調整して修正 

    ○ 地域公共交通と関連する分野（観光、福祉、教育等）との連携に関する

考え方の記載を関係部局と調整して修正 

 

２）数値目標の目標値等の変更 

    ○ 久留米市の温室効果ガス排出量については、平成２７年６月に国が発表

した２０３０年度に向けた国内の温室効果ガス排出量削減目標値を踏

まえて設定するため、現時点では記載しない 

 

３）目標を達成するために行う事業の記載方法を変更 

    ○ 素案では、「基本方針」から「事業展開の方向性」を示し、事業展開の

方向性から「目標を達成するために行う事業」を整理していたが、「基

本方針」と「目標を達成するために行う事業」の関係が分かりにくいた

め記載方法を変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標像 基本方針① 

基本方針② 

事業展開の

方向性① 

方向性② 事業② 

事業③ 

事業④ 

目標を達成するた

めに行う事業① 

目標像 基本方針① 

基本方針② 事業② 

事業③ 

事業④ 

目標を達成するた

めに行う事業① 

※事業展開の方向性は、本文中

に基本的な考え方として整理 

■ 素案の計画構成 

■ 案の計画構成 （基本方針と目標を達成するために行う事業の関係を分かりやすく再整理） 


